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３ 情報交換（冨重副会長）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈スライド 1〉 

情報交換としまして、平成 22 年度に実施

い たし ま し た アン ケ ー ト 結果 か ら 見 た水 産

試 験場 を 取 り 巻く 現 状 と 問題 点 に つ いて 説

明させていただきます。 

最初にお断りしておきますのは、このアン

ケ ー ト は 当 時 漁 海 況 モ ニ タ リ ン グ に 関 す る

問 題 点 を 抽 出 す る 目 的 で 海 面 部 会 に 所 属 す

る 39 都道府県に対して実施しています。ア

ン ケ ー ト 結 果 に つ い て は 海 の な い 県 は 含 ま

れていませんが、前半部分では全体的な状況

についても説明させていただきます。  

〈スライド 2〉 

平成 24 年度現在、46 の都道府県に水産

関係の試験研究機関が設置されていますが、

組織形態をみると、地 方独立行政法人が 3

道府県、他の研究機関との統合機関が 11 都

府県、独立した水産試験研究機関が 32 県と

なっています。 

平成 13 年度をみると、地方独立行政法人

はなく、4 県が他の研究機関との統合機関、

他の 42 都道府県は独立した機関となって

います。  

〈スライド 3〉 

機構改革に伴い人員の削減が進んでおり、

総職員数は 2,788 人から 2,216 人へと 20

％減、研究員は 1,433 人から 1,167 人へ

19％減、船員は 694 人から 554 人へ 20

％減となっています。  
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〈スライド 4〉 

  機 構 改 革 や 人 員 削 減 と い っ た 行 政 改

革 の 試 験 研 究 機 関 へ の 影 響 は 内 水 面 部 門 に

より強く出ています。内水面水産試験場のみ

の県ではわかりにくいため、海に面した県の

内水面部門を見ますと、独立した機関から分

場や本場の部門へということで、機関数は２

２から 15 に減少し、研究員も 206 人から

151 人へ 27％減少しています。この減少

率 は 先 ほ ど の 全 国 の 水 産 試 験 研 究 機 関 に お

け る 研 究 員 の 減 少 率 19％ を 大 き く 上 回 っ

ており、行革の影響が内水面部門に色濃く出

ています。 

続いて平成 22 年度に実施しましたアン

ケート結果に基づき、漁海況モニタリングを

主体に現状と問題点を整理しました。  

〈スライド 5〉 

なお、このアンケートは 39 の沿海都道府

県に協力いただきましたが、項目によっては

回 答 の な い も の も あ り ま す の で 全 体 の 傾 向

としてとらえて下さい。 

施設は 135 から 118 となり 17 施設、

約 13％減少しており、機関の統廃合が進ん

でいます。所有調査船は 84 隻から 75 隻へ

9 隻減少するとともに、船齢も平均 7.9 年

から 12.2 年へ高齢化。アンケートでは 20

ｔ未満、20～100ｔ、100ｔ以上で区分し

て聞いておりますが、特に差は見られていま

せん。職員数は 2,301 人から 1,899 人へ

402 人減少し、減少率は 17.5％となって

います。研究員、船舶関係職員でも同様で、

18％減少しています。  

〈スライド 6〉 

施 設 の 更 新 や代 船 建 造 等 に よ り 大 きな 変

動 が み ら れ る 都 道 府 県 を 集 計 で 外 し た た

め 、今 回 は 収 入に つ い て その 内 訳 の 傾向 。

支 出に つ い て は研 究 費 と 船舶 運 航 費 の動 向

を見て下さい。 

収入は 27％減少。県費の減少に比べ国費

の減少割合が大きく、競争的資金等外部資金

である「その他」が倍増。船舶運航費は 14

％と最小限の削減ですが、その分、研究費の

削減幅が大きく 40％の減となっています。

固 定 的 な 色 合 い が 強 い 船 舶 運 航 費 を 捻 出 す

るため、あえて研究費を削らざるを得ない状

況が見えます。漁海況モニタリング予算（船

舶運航費＋研究費）は、各都道府県でバラツ

キが大きいもの、全体では何とか予算を確保

されています。漁海況モニタリングを維持す

るため、研究費等を大幅に削減して補填して

いる状況です。  
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〈スライド 7〉 

船舶による定点観測の定点総数、年間観測

回数、年間延べ測定点数はかろうじて維持さ

れています。これは、これまで蓄積されてい

る 長 年 の デ ー タ の 重 要 性 を 関 係 者 が 認 識 し

ているためですが、そのため予算、人員等の

し わ 寄 せ を 受 け て い る 他 の 研 究 分 野 と も ど

も 限 界 に 達 し つ つ あ る と 言 え る の で は な い

でしょうか。  

〈スライド 8〉 

定点ブイによる連続観測の定点は平成 10

年度は全国で 52 だったものが平成 20 年度

には 102 と倍増しており、水温・塩分等の

延べ観測項目も同様に増加しています。 

千葉県以南の 9 都県からはフェリー等の

定 期 船 を 活 用 し た 水 温 等 の モ ニ タ リ ン グ の

報告がありました。  

〈スライド 9〉 

漁 海 況 モ ニ タリ ン グ 情 報 の 利 活 用 とし て

は、全ての都道府県が大学、水研センター、

気 象庁 、 海 上 保安 庁 、 近 隣県 等 へ 蓄 積さ れ

た 情報 や リ ア ルタ イ ム 情 報と し て 提 供さ れ

て いま す 。 そ の例 と し て 、地 球 温 暖 化関 連

で 水研 セ ン タ ー、 大 学 等 へ過 去 の 水 温デ ー

タ の提 供 。 漁 海況 予 報 モ デル 構 築 の ため 水

研センターへのデータ提供があります。 

漁 業 現 場 に 対し て は 、 漁 海 況 速 報 や漁 模

様等の各種情報が従来からの FAX や定期月

報で提供されています。 

提 供 手 法 と し て ほ と ん ど の 都 道 府 県 で ホ

ームページによる情報発信が行われており、

年間の総アクセスは約 700 万件、最も多い

県では 170 万件のアクセスがあります。  
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〈スライド 10〉 

モ ニ タ リ ン グ に 関 す る そ の 他 の 意 見 と し

ましては、特に内部の財政課などからモニタ

リ ン グ が 正 し く 評 価 さ れ て い な い と い う も

のがありました。その他、モニタリングを評

価対象課題として重要性をアピールした、経

費 を 確 保 す る た め 他 の 調 査 事 業 と 組 み 合 わ

せて実施しているというものもありました。

また、今後の課題としては、調査船を使わ

な い モ ニ タ リ ン グ の 比 重 を 高 め て 行 か ざ る

を得ないという意見も出ています。予算面で

は、予算削減により調査計画の大幅な縮小を

余儀なくされている、将来にわたってモニタ

リ ン グ 調 査 を 実 施 し て い く こ と は 困 難 の た

め、国のバックアップが必要である等、様々

な意見が出されております。  

〈スライド 11〉 

最後にまとめといたしまして、全国的

に機構改革と人員の削減が続いている、

収入は 10 年間で 27％の減、船舶によ

る 定 点 観 測 は 現 状 で は 何 と か 維 持 さ れ

ているが、将来的には多くの都道府県が

危惧、漁海況モニタリングに要する経費

は 10 年間で横ばいであるが、他分野の

研究費にしわ寄せがきている、という結

果になっています。  
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関係資料関係資料関係資料関係資料     ４関係４関係４関係４関係  

 

 

平成平成平成平成 22222222 年度に実施したアンケート結果から見た年度に実施したアンケート結果から見た年度に実施したアンケート結果から見た年度に実施したアンケート結果から見た    

水産試験場を取り巻く現状と課題水産試験場を取り巻く現状と課題水産試験場を取り巻く現状と課題水産試験場を取り巻く現状と課題    

    

全国水産試験場長会   

 

１ はじめに（都道府県水産試験研究機関要覧より） 

 

○機構改革と人員削減 

 

○そのしわ寄せは内水面部門へ 

 

２ H22 年度アンケート結果とりまとめ 

 

○施設・人員等の削減 

 

●施設は 135 から 118 に 17 減少 

 

●所有調査船は 84 隻から 75 隻へ 9 隻減少、船齢も平均 7.9 年から 12.2 年

へ高齢化 

 

●職員数、研究員数、船舶関係とも約 2 割の減少 

 

○厳しい予算 

 

●収入は 27％減少。県費に比べ国費の減少割合が大きく、競争的資金等外部

資金である「その他」が倍増 

 

●固定経費である船舶運航費は最小限の削減だが、その分、研究費の削減幅が

大 

 

●漁海況モニタリング予算（船舶運航費＋研究費）は、各都道府県でバラツキ

が大きいものの、全体では何とか予算確保 

 

●漁海況モニタリングを維持するため、研究費等を大幅に削減して補填 

 

○定点数はほぼ現状維持であり、漁海況モニタリング体制はかろうじて維持 

 

○漁海況モニタリング情報の利活用 

 

●大学等の研究機関 

 

●漁業現場への情報発信・提供 

 

○その他の意見 
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【参考】 アンケート項目 

 

1）各県の水産の現状 

 

・人口 

 

・漁業就業者数 

 

・漁業生産額 

 

・主幹漁業 3 業種（水揚高順） 

 

2）水産試験場の研究の現状 

 

①施設数 

 

②資金 

 

③人員 

 

④研究課題：漁海況関係の研究課題を中心に近年の特筆すべき研究成果具体例 

 

3）漁海況モニタリング体制の現状 

 

①漁海況モニタリング予算（定期海洋観測） 

 

②所有調査船（複数の場合は船別） 

 

③船舶による定点観測（自己所有船、それ以外別記） 

 

④定点ブイ連続観測 

 

⑤その他の漁海況モニタリング事例 

 

4）漁海況モニタリング情報の利活用（平成 20 年度時点） 

 

①大学等他の研究機関等への情報提供及びその利活用 

 

②漁業現場への情報発信・提供 

 

5）船舶を使用したその他の調査（漁海況モニタリング以外） 

 

6）その他 
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〔関係質疑〕  
 
北海道（鳥澤場長）：  
 2 枚目のスライドで、色々な種類の研究機関が一旦は統合されたけれど、また元に戻っ

た所が何県かありました。これは平成 13 年度から平成 24 年度の結果のみで、これ以外

の県でもあったのかもしれないが、特に研究機関が元に戻ったという理由があれば教えて

いただきたい。 

 

〔回答〕 

和歌山県（本田研究推進室長）： 

 和歌山では、研究自体は水産試験場でずっと行っていたわけで、その上に総合技術セン

ターというものがあったのですが、屋上屋という形になるということもありまして、これ

までも水産試験場の中で研究自体は完結していましたので、こういう屋上屋をなくして直

接行政と水産試験場を引っ付ける、行政があって、総合技術センターがあって、水産試験

場があってという形でなく、行政との距離を近くするという目的がありまして元の形に戻

った、屋上屋をなくしたということです。 

 

三重県（紀平所長）： 

 三重県についても、一定の成果を見たという切り口です。他の研究分野との横のつなが

り等を考慮して統合されていましたが、当初から産業支援の面ではどうかという点で議論

されており、10 年ほど経ちまして産業支援を重視するという立場から、行政との連携を

深めるため、元に戻ったということです。 

 

長崎県（田添場長）： 

 長崎県はここに書いていませんが、平成 16 年度から昨年度まで横につながった機関と

いたしまして科学技術振興局科学技術振興課という 7 つの研究機関をまとめる形となりま

した。目的としては横へのつながり、共同プロジェクトや共同研究等を進める他、特許を

取ったり人材育成等がありました。ただ、一定の成果はでましたが、原課との関係が希薄

になる、現場からの生の意見が届きにくいということもありまして、平成 23 年度から元

の形に戻りました。ただ、全県的なプロジェクトなどはそのままの形で一部残っています。 

 

秋田県（中村所長）： 

 秋田県の事例をご紹介いたします。平成 17 年に試験研究関係を統括する学術国際部が

当時の知事の号令の元、設立されました。農林水産関係の試験場や、工業技術センター、

それから衛生研究所あるいは環境技術センターといったいろんな部署がそれぞれの元々あ

った部から離れまして、新しい学術国際部の管理下に置かれました。18 年度にそれぞれ

の部門毎にセンター化ということで、農林水産技術センターを始め 3 つのセンターが設置

され、その中に私どもの水産振興センターは農林水産技術センターの傘下に入りました。

以来 6 年間、23 年度までそういう組織でありました。 

ところが、他の県の説明でありましたように屋上に屋を重ねるといったことが批判的に

出てきまして、22 年度に学術国際部を解体しましてそれぞれの元の部に戻すということ

で、農林水産技術センターは 22 年度から農林水産部の中に入るというような形となりま

した。その時の議論としては、センターの解体論も出たのですが、それは一度やったこと

は無理だろうという内部的な意見もあり、各センターの職員にアンケートを取り集計して

いろいろ議論はあったのですが、建前上無理だという話がありました。ところがセンター

はそのまま残ったのですが、2 年後のこの平成 24 年 4 月 1 日に農林水産部の関係の技術

センターは解体されることとなりました。その理由は他のセンターと違い農林水産関係は

立地がたこ足状態にあり、センター所長の決裁をいただくのに私どもの場所からは片道 1

時間半かかって、書類を持って行かなければならないため、中継地点を設けて書類のやり

とりをしていました。センター化は総務と企画部門の集約化を図ることと、横の連携が目

的でしたが、農林水産系では横のつながりのない試験場ということもあり、この目的が難

しいということで、ごたごたの中で解体されたということが実情です。 
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